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はじめに

世界の三大感染症と言われるエイズ、結核、マラリアは、予防可能

であるにもかかわらず年間500万人の命を奪っている。日本が外交政策

の柱とする「人間の安全保障」にとっての大きな脅威である。これまで、

国際社会はあらゆる努力を払って感染症の克服に取り組んできたが、い

まだその拡大の流れを止めることができていない。近年、流行の波はア

フリカだけでなくアジアにも広がり、日本にも大きな影響を及ぼすこと

が懸念されている。感染症の流行は、経済活動の担い手である人材の喪

失や市場の縮小など、経済に大きな打撃を与えており、企業がビジネス

を展開する上でも避けて通れないグローバルな規模の深刻な課題となり

つつある。一方、資金や技術、人材など、企業が持つ多様なリソースが

感染症対策に極めて有効であることも明らかになっており、国連や開発

援助機関、市民社会から、企業の積極的な協力に対する期待が高まって

いる。

近年、日本における企業の社会的責任（CSR）に関する議論は、それ

までの環境問題への偏重から次第に貧困や人権などの社会課題へとテー

マに広がりが見られるようになってきた。しかし、日本企業がCSRの観

点から発展途上国の人々の健康を阻害する感染症の問題に先導的に対応

する例は、欧米に比べるとまだまだ極めて少ないのが実態だろう。三疾

病とも日本国内の感染率が比較的低いため危機感が薄いこと、感染症が

最も蔓延しているアフリカが地理的にも歴史的にも遠く、進出している

企業数も限られることが直接の原因であろう。さらにその背景には、日

本の経済界の指導的立場にある人たちの中でも、このような世界的な重

要課題の解決のために、企業市民としての役割があり、積極的な貢献が
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期待されているという認識がまだ十分に広がっていない、ということが

指摘できるのではなかろうか。

（財）日本国際交流センターでは、ジュネーブの世界エイズ・結核・

マラリア対策基金（世界基金）からの依頼を受けて、2004年3月に世界

基金支援日本委員会を発足させた。三大感染症に対する日本の国際的役

割の強化を目的とし、いくつかの分野での活動を行ってきた。東アジア

地域の政策対話・研究、超党派の政治家の理解促進、メディアと一般社

会の意識喚起、人間の安全保障と感染症に関する調査等と並び、大きな

柱として取り組んできたのが、この問題に対する企業の役割の強化であ

る。日本経団連をはじめ様々な機関にご協力いただき、委員会設立以来、

日本の企業関係者との対話を重ねてきた。

本書はその一環として2006年に開始した事例調査「三大感染症に対す

る企業の取り組み」の最終報告書である。当センターおよび米国法人日

本国際交流センターの調査チームがアフリカやアジアを訪問し、既に実

績を持つ内外の企業の事例を現地調査し、また米国や日本の本社でも聞

き取りを行った。訪問調査がかなわない事例は文献やメールによる聞き

取りにて調査を進めた。2007年2月6日には、中間発表の場として、実

際に感染症分野の課題に取り組む企業関係者を迎えた国際シンポジウム

を東京・経団連会館にて開催し、企業関係者を中心に100名を越す方々

の参加を得た。また翌日には、世界基金や世界銀行、他の国連機関、外

務省、NGO、日本企業関係者などにご参加いただきラウンドテーブル・

ディスカッションを開催し、熱心な議論が展開された。以来、調査を進

めながら対話を継続してきたが、最終的に日本企業3社を含む13社の事
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例をまとめ、総論として、感染症と企業活動との関わりについての論考

を加え、このほど上梓する運びとなった。英語版も追って刊行予定であ

る。

本調査プロジェクトの実施にあたっては、オープン・ソサエティ・イ

ンスティテュート、国連財団、ビル&メリンダ・ゲイツ財団から多大な

ご支援をいただいた。記して感謝申し上げたい。また、調査に快くご協

力いただいた各社の皆様、また助言をいただいた関係諸機関の関係者に

心より御礼申し上げる次第である。出版までに予想外に長い時間がかか

り、取り上げた事例の中には活動状況や統計値に変化が生じているもの

もあるだろうが、基本的な分析には大きな変化はないものと信じる。本

書が、感染症分野での日本企業の対応のあり方に一石を投じ、ひいては、

この分野における日本の国際的役割の向上に寄与することができれば幸

いである。

2009年8月

（財）日本国際交流センター 理事長

世界基金支援日本委員会 ディレクター

山　本　　正 
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凡例
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